
 

 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方

太平洋沖地震は、日本における地震観測史

上最大のマグニチュード 9.0 が観測されま

した。この海溝型地震が発生させた津波に

より、東北地方や関東北部の太平洋沿岸は

壊滅状態となり、2 万 8 千人を超える死傷

者及び行方不明者を発生させるなど未曽有

の被害をもたらしました。 

首都圏においても、地震発生当日は電車

が終日運転を見合わせ勤務先などから家に

帰れない「帰宅困難者」が多数発生すると

ともに、臨海部などでは「液状化」により

建物や道路に被害が発生し、消防水利の使

用不能、消防車両の通行障害等、消防活動

上の困難も発生しました。 

この震災は、「東日本大震災」と命名され、

我々に地震、津波災害の恐ろしさと震災対

策の重要性を改めて認識させることとな

りました。 

また、平成28年4月には、熊本県熊本地方

を震源とした最大震度7の平成28年(2016

年)熊本地震が発生し、死者（関連死含む。）

が200人を超えるなど大きな被害をもたら

しました。 

東京消防庁では、被災地における応援活

動や現地被害調査を通じて、多くの課題や

教訓が得られたことから、今後の首都直下

地震等への対策を見直すため、震災等対策

会議において今後当庁が推進すべき震災対

策の検討を行い、平成 23 年 12 月、震災等

対策会議等における審議結果及び東京都が 

 

策定した東京都防災対応指針を踏まえ、当

庁の震災対策の根幹をなす「東京消防庁震

災対策基本方針」の改定を行いました。現

在、本方針に基づいて具体的な施策を展開

しています。 

また、火災予防審議会の答申における提

言事項や、市街地状況調査、地域別出火危

険度測定・延焼危険度測定など各種調査研

究の結果は、消防力の充実強化、都民によ

る自助・共助体制の向上など、総合的に震

災対策を推進する上での基礎となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京消防庁では、総合的かつ一体的な震

災対策の推進を図るため、東京消防庁震災

対策基本方針に基づき、各種施策を推進し

ています。 

【東京消防庁震災対策基本方針】 

首都直下地震等の大地震による複合災害

から都民の生命、身体及び財産を守るため、

都民一人ひとりの自助対策の推進及び地域

特性に応じた共助体制の強化を図るととも
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に、公助として機動力のある総合的な消防

活動体制を整備し、東京都各局、区市町村

及び関係機関と連携した多面的な施策の展

開により、高度防災都市の実現を目指しま

す。 

このため、、これら｢自助｣｢共助｣｢公助｣の

理念を踏まえた ｢人命安全対策の推進｣、｢出

火防止対策の推進｣、｢初期消火対策の推進｣、

「地域防災体制の強化」、「要配慮者の支援体

制の強化」、「複合災害への対応力の強化」、

「総合的な消防活動力の充実強化」、「災害

情報の収集伝達体制の確立」、「関係機関と

の連携強化」及び「拠点機能の確保」の 10

の基本的対策に基づき、震災対策を推進し

ます。 

１ 人命安全対策の推進 

同時多発が危惧される人的被害を防止

及び軽減するため、長周期地震動等に対

する家具類の転倒・落下・移動の防止対

策、身体の安全確保、適切な避難行動、

応急救護等に関する知識技術の普及を図

るとともに、事業所の帰宅困難者対策を

推進します。 

○ 家具類の転倒・落下・移動防止対策

の推進 

○ 長周期地震動等に対する高層階の室

内安全対策の推進 

○ 身体の安全確保行動の普及 

○ 応急救護に関する知識技術の普及 

○ 適切な避難行動の啓発 

○ 事業所の帰宅困難者対策の推進 

 

２ 出火防止対策の推進 

同時多発が危惧される火災の発生を防 

止するため、電力・ガスの供給再開時を

含め、出火要因となる火気使用設備・器

具、電気器具、化学薬品及び危険物施設

の安全対策を推進するとともに、出火防

止行動の普及を図ります。 

○ 火気使用設備・器具、電気器具、化

学薬品等の安全対策の推進 

○ 危険物施設の安全対策の推進 

○ 出火防止行動の普及 

  

３ 初期消火対策の推進 

同時多発が危惧される火災を早期に消

火して延焼拡大を防ぐために、消火器、

住宅用火災警報器等の普及を図り、消防

用設備等の適正な維持管理を推進する

とともに、初期消火行動力の向上を図り

ます。 

〇 消火器、住宅用火災警報器等の住宅

用防災機器等の普及 

〇 消防用設備等の適正な維持管理の推

進 

〇 初期消火行動力の向上 

 

４ 地域防災体制の強化  

地域特性に応じた防災体制の強化を

図るため、消防団及び東京消防庁災害時

支援ボランティアと連携して、町会・自

治会等の防災指導や防災まちづくり、地

域連携体制づくり等を推進するととも

に、木造住宅密集地域等における水利を

活用した消火活動体制の整備を推進し

ます。 

〇 地域の危険性の把握及び共有化の

推進 



〇 町会・自治会、女性防火組織、消防

少年団等の指導の推進 

〇 地域の消火活動力、救助活動力及び

応急救護力の向上 

〇 まちづくり協議会への参画 

〇 町会・自治会、学校、事業所等の連

携体制づくりの推進 

〇 木造住宅密集地域等における水利を

活用した消火活動体制の整備推進 

 

５ 要配慮者の支援体制の強化 

人的被害の集中が危惧される要配慮者

の被害を軽減するため、要配慮者情報の

把握及び共有化、町会・自治会及び社会

福祉施設の協力体制づくり等を推進し

ます。 

〇 要配慮者情報の把握及び共有化の推

進 

〇 町会・自治会、社会福祉施設等の協

力体制づくりの推進 

〇 要配慮者の避難支援資器材等の普及 

 

６ 複合災害への対応力の強化 

地震、津波等による複合災害、NBC 災

害及び孤立地域に対する迅速かつ的確な

消防活動を実施するため、地域性･専門性

を持った消防救助機動部隊の整備及び空

からの部隊投入を考慮した航空消防活動

体制の整備を推進します。 

○ 地域性・専門性を持った消防救助機

動部隊の整備 

○ 空からの部隊投入を考慮した航空消

防活動体制の整備 

○ 緊急離着陸場等の確保 

７ 総合的な消防活動力の充実強化 

同時多発が危惧される火災及び救助救

急事象に対応するため、消防隊及び救急

隊の活動用装備資器材の拡充並びに消防

水利の整備及び確保を推進するとともに、

長期活動体制や緊急消防援助隊の受援体

制の整備及び消防団の災害対応力の充実

強化を推進します。 

○ 消防隊及び救急隊の活動用装備資器

材の拡充 

○ 多角的な消防水利の整備及び確保並

びに経年防火水槽の再生 

○ 消防団の災害活動用資器材の整備及

び消防団員の確保策の推進 

○ 災害時支援ボランティア制度の充実 

○ 長期活動体制の整備 

○ 緊急消防援助隊の受援体制の整備 

 

８ 災害情報の収集伝達体制の確立 

通信の途絶、輻そう等による情報の空

白及び混乱を解消し、迅速かつ的確な消

防活動を実施するため、地震被害判読シ

ステムや画像情報を活用した災害情報

の収集体制を充実強化するとともに、多

面的な通信ネットワーク及び都民に対

する情報伝達体制の整備を推進します。 

○ 緊急地震速報の活用 

○ ヘリコプターテレビ伝送システム、

高所カメラ等の画像情報を活用した災

害情報収集体制の充実強化 

○ 地震被害判読システム、震災消防活

動支援システム等の震災消防対策シス

テムの整備 

○ 衛星無線等の多面的な通信ネット 



ワークの整備 

○ 都民に対する情報伝達体制の整備 

 

９ 関係機関との連携強化 

高度防災都市を実現するため、木造住

宅密集地域等における水利確保、要配慮

者情報の共有化、地域に根差した防災教

育訓練の推進、医療との連携活動、傷病

者搬送体制の強化、迅速なり災証明の発

行等、関係機関との連携に基づく多面的

な施策を展開します。 

○ 建設局、水道局、区市町村等と連携し

た木造住宅密集地域等における消防水

利確保 

○ 福祉保健局、区市町村等と連携した

要配慮者情報の共有化の推進 

○ 総務局、教育庁、区市町村等と連携し

た防災教育訓練の推進 

○ 福祉保健局、東京DMAT及び患者等搬

送事業者との連携活動及び傷病者搬送

体制の強化 

○ 総務局、区市町村等と連携した、り災

証明発行体制の強化 

 

10 拠点機能の確保 

地震、津波等による庁舎の被害を防止

及び軽減し、活動拠点としての機能を確

保するため、消防庁舎、消防団施設等の

耐震化及び機能強化を推進します。 

○ 消防庁舎、消防団施設等の耐震化及

び機能強化並びに消防訓練場の整備 

○ 指令管制システムを含む警防本部等 

の機能強化 

 

 

 

地震火災による被害を軽減するために

は、地震時における地域ごとの出火や延

焼に関する危険要因などを解明して、そ

の実情に即した対策を講じる必要があり

ます。このため、次に示す調査研究等の

実施と結果の公表及び提供を行っていま

す。 

１ 出火する危険の高い地域 

当庁では、大規模な地震が発生した場

合を想定して、火気器具、電気関係、化

学薬品、工業炉、危険物施設等の出火要

因の分布状況や地盤データなどをもとに、

地域ごとの出火危険を予測する地域別出

火危険度測定を行っています。この調査

は、おおむね5年ごとに実施しており、最

近では平成29年4月に公表しました。 

本調査結果から区部では、地盤の影響

により揺れが大きく、大規模なオフィス

街や繁華街を有する中央区や台東区、木

造住宅が密集する墨田区、荒川区などで

出火危険が高くなっています。 

多摩地区では、区部に比べ全体的に出

火危険が低くなっていますが、住宅が集

まっている武蔵野市や府中市などでは出

火危険度が周辺に比べて高く、また、周

辺の台地に比べて揺れに弱い地盤のある

八王子市などでも、出火危険度が高い地

域が部分的に存在しています。 

 

２ 火災が拡大する危険の高い地域 

当庁では、地震時に発生する火災につ

いて、建築物や空地、道路等の市街地状

地震に関する研究 ３－２



況をもとに、地域ごとに延焼拡大危険を

予測する地域別延焼危険度測定を行って

います。この調査は、おおむね5年ごとに 

実施しており、最近では平成28年3月に公

表しました。 

測定結果から、区部では都心部を中心

としたドーナツ状に危険度の高い地域が

分布しています。特に、環状7号線沿いの

北区、中野区、杉並区及び品川区にかけ

ての地域や荒川沿いの地域では、木造住

宅が密集していることから危険度が高く

なっています。 

多摩地区では、東部の市街地に危険度

の高い地域が分布しているほか、JR中央

線や主要道路に沿った地域で危険度が高

くなっています。 

この測定に併せて、｢地域の延焼危険

度｣、｢消防水利の有効性｣、｢消防隊等の到達

性｣の3要素を加味した｢震災時の消火活

動困難度｣の測定を行っています。 

 

３ 地震災害に関する調査 

当庁では、平成7年の兵庫県南部地震、

平成16年の新潟県中越地震、平成23年の

東北地方太平洋沖地震、平成26年の長野

県北部を震源とする地震、平成28年の熊

本地震など大きな被害をもたらした地震

の現地調査を実施し、調査結果を震災対

策の推進に役立てています。 

 

 

東京消防庁では、消防水利を適正に配置

するため、平常時の火災に対しては、国が

定めている「消防水利の基準」に基づき、

水道事業者と連携を図りながら消火栓を

主体に整備を進めています。 

震災時については、消火栓が使えなくな

ることを考慮して、「同時多発火災」及び

「大規模市街地火災」への対応の考え方に

基づき、防火水槽等の整備や河川・海など

の自然水利の確保を進めています。 

｢同時多発火災」への対応としては、管内

を一辺250ｍの正方形の区域（以下「メッ

シュ」という。）に区分し、震災対策上重

要なメッシュや火災が延焼拡大する危険性

が高いメッシュには100以上の水量を、そ

の他のメッシュには40以上の水量を確保

することとしています。 

｢大規模市街地火災」への対応としては、

管内を一辺750ｍの正方形の区域に区分し、

区域内で想定される大規模市街地火災を消

火するために必要な水量を確保することと

しています。 

消防水利の整備については、当庁が独自

に防火水槽を設置するだけではなく、防災

まちづくり等の都市基盤整備事業に併せた

水利整備も行っており、消防水利開発補助

金交付制度を導入し、民間建物の建築に併

せた地中ばり水槽（建物の基礎ばりを利用

した水槽）の設置等を促進するとともに、

東京都水道局が管理している貯水池等の各

種水源についても消防水利としての活用を

図っています。 

さらに、河川を堰止める資材（貯水シー

ト）や生活用水等にも転用可能な震災時多

機能型深層無限水利（深井戸）を整備する

ほか、海や河川などの豊富な水量を有する

水源を活用できるように計画するとともに、

消防水利 ３－３ 



地域住民の方々が活用しやすい水利とする

ため、木造住宅密集地域内の公園内に設置

されている防火水槽の鉄蓋を、軽可搬ポン

プの吸管が容易に投入できるよう小蓋を併

設した「親子蓋」に順次交換しています。 

また、当庁が管理する戦時中に設置され

た経年防火水槽のうち、緊急輸送道路下に

設置されているものについては、埋め戻し

措置を施し道路機能を確保し、一般道路下

に設置されているものについては、防火水

槽内部に補強及び防水措置を施すことで今

後も活用できるよう再生しています。 

なお、当庁が消防事務を受託している多

摩地域については、消防水利施設の設置等

に関する事務を各市町村が行うこととなっ

ており、消防機関として円滑な消防活動を

行うため各市町村と連携を図りながら、効

果的な消防水利の整備促進に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 特 別 区 受託地区 区  分 特 別 区 受託地区 

消 火 栓 88,850 45,634 受 水 槽 1,775 699

防
火
水
槽
等

40 ㎥以上 21,678 11,955 プ ー ル 1,525 911

40 ㎥未満 678 394 河 川 ・ 溝 1,834 723

計 22,356 12,349 海 438 －

貯
水
池

40 ㎥以上 74 142 池 ・ 濠 200 156

40 ㎥未満 12 34 そ の 他 13 0

計 86 176 合 計 117,077 60,648

 

親子蓋 写真 66

震災時多機能型深層無限水
利(深井戸) 

写真 65

消防水利の現況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 第 3-1 表 


